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平成２４年８月２２日付けで公布された子ども・子育て支援法(平成２４年法律第６５号。

以下「法」という。）第７章の規定並びに附則第４条、第１１条及び第１２条（第３１条の

規定による第２７条第１項の確認の手続（法第７７条第１項の審議会その他の合議制の機関

（以下「市町村合議制機関」という。）の意見を聴く部分に限る。）、第４３条の規定による

第２９条第１項の確認の手続（市町村合議制機関の意見を聴く部分に限る。）、第６１条の規

定による市町村子ども・子育て支援事業計画の策定の準備（市町村合議制機関の意見を聴く

部分に限る。）及び第６２条の規定による都道府県子ども・子育て支援事業支援計画の策定

の準備（法第７７条第４項の審議会その他の合議制の機関の意見を聴く部分に限る。）に係

る部分に限る。）の規定については、平成２５年４月１日に施行されました。 

これらの規定の主な内容等は下記のとおりですので、各位におかれては、十分御了知の上、

貴管内の関係者に対して遅滞なく周知するなど、その運用に遺漏のないよう配意願います。 

なお、本通知は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４５条の４第１項の規定に

基づく技術的助言であることを申し添えます。 

 

記 

 

第一 法第７章関係 

１．内閣府に、子ども・子育て会議を置くこととしたこと。（法第７２条から第７６条まで

関係） 

２．法第７６条の規定に基づき、子ども・子育て会議の組織及び運営に関し必要な事項を定

めた子ども・子育て会議令（平成２５年政令第８１号）（別添１）が平成２５年３月２５

日に公布、平成２５年４月１日に施行されたこと。（法第７６条関係） 

３．市町村は、条例で定めるところにより、特定教育・保育施設の利用定員の設定や市町村

子ども・子育て支援事業計画に関し意見を聴く等のため、審議会その他の合議制の機関を

置くよう努めるものとしたこと。（法第７７条第１項関係） 

４．都道府県は、条例で定めるところにより、都道府県子ども・子育て支援事業支援計画に

関し意見を聴く等のため、審議会その他の合議制の機関を置くよう努めるものとしたこと。

（法第７７条第４項関係） 

５．なお、３．及び４．の審議会その他の合議制の機関に関する規定は、国の子ども・子

育て会議の設置に関する規定と同じく、平成２５年４月１日に施行することとしている

こと。当該規定については、衆議院社会保障と税の一体改革に関する特別委員会におけ

る審議を踏まえ、政府案の「（合議制の機関を）置くことができる」との規定が「置くよ

う努めるものとする」との規定に修正されたものであること。 

３．及び４．の審議会その他の合議制の機関は、市町村子ども・子育て支援事業計画及

び都道府県子ども・子育て支援事業支援計画等への子育て当事者等の意見の反映を始め、

自治体における子ども・子育て支援施策を地域の子ども及び子育て家庭の実情を踏まえて

実施することを担保する上で重要な役割を果たすものであることから、設置するよう努め

られたいこと。また、設置する場合には、市町村子ども・子育て支援事業計画及び都道府
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県子ども・子育て支援事業支援計画の調査審議等が十分行えるよう、可能な限り速やかに

設置されたいこと。 

なお、３．及び４．の審議会その他の合議制の機関の構成員の人選については、教育、

保育及び子育て支援の関係者のバランスや、子育て当事者の参画に配慮するなど、会議が、

地域の子ども及び子育て家庭の実情を十分に踏まえてその事務を処理することができる

よう、留意されたいこと。 

 

第二 法附則第４条関係 

 法附則第４条に基づき、子ども・子育て支援法附則第四条の保育の需要及び供給の状況の

把握に関する内閣府令（平成２５年内閣府令第２０号）（別添２）が平成２５年４月１日公

布・施行されたこと。 


